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１－（１） 当行の概要

本店所在地 徳島市西船場町二丁目24番地の1本店所在地 徳島市西船場町二丁目24番地の1

創業 明治29（1896）年6月21日 （平成28年6月、創業120周年）

資本金 234億円

店舗数 98店舗（徳島県内80店舗、県外18店舗）

従業員数 1,415人員数 , 人

格付け
ＡＡ－（ＪＣＲ）

Ａ＋ （Ｒ＆Ｉ）

連結子会社 4社

（ 成 年 月 現在）
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１－（２） 監査部の沿革

昭和24（1949）年4月 検査部新設

平成11（1999）年8月 リスク管理部検査課

平成13（2001）年8月 リスク管理部内部監査室

平成16（2004）年1月 （ 「じゅうだん会」共同版システム稼働 ）平成16（2004）年1月 （ 「じゅうだん会」共同版システム稼働 ）

平成16（2004）年6月 取締役会所管に改編

平成17（2005）年6月 内部監査室として独立

平成18（2006）年1月 内部統制構築プロジェクト 【 フェーズ１：代表者確認書対応 】

～同年 6月

平成18（2006）年6月 監査部に改称

平成19（2007）年2月 内部統制構築プロジェクト 【 フェーズ２：内部統制報告制度対応 】

～ 平成21（2009）年6月～ 平成21（2009）年6月

平成24（2012）年6月 会長所管に改編
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１－（３） 監査部の位置づけ

選任・解任 選任・解任

株主総会

選任・解任

取締役会 監査役（会）

監査役室

常務会

会長

頭取

経営管理
委員会

経営会議

監査役室

頭取

常務取締役

執行役員会

会計監査

監査 会計監査人

内部監査部監

営
業

店

本

部連
結

子
会
社

監査部

※ 平成24年3月期「有価証券報告書」
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１－（４） 当行のリスク管理態勢

5
※ 「2012年 ディスクロージャー誌」



１－（５） 内部監査の規程体系

内部監査規程 （内部監査基本方針）

内部統制システム構築の基本方針　【会社法】

内部監査規程 （内部監査基本方針）
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１－（６） 内部監査規程

条項 備考

内部監査規程の主な条項

条項 備考

第１条 内部監査基本方針

第２条 内部監査の目的

第３条 内部監査の定義

第４条 管掌および監査体制 独立性、人員の配置

第７条 内部監査の種類

第１０条 監査員の制限 独立性

第１２条 監査員の義務 公正不偏の態度（客観性） 守秘義務第１２条 監査員の義務 公正不偏の態度（客観性）、守秘義務

第１３条 監査員の権限 情報の入手

第１６条 内部監査計画 年度計画（取締役会承認）

第１７条 実施計画 個別監査計画（担当役員決裁）第１７条 実施計画 個別監査計画（担当役員決裁）

第２２条 内部監査報告書の作成 監査調書を含む

第２３条 内部監査結果の報告 月次、半期次

第２５条 内部監査結果分析の通知 被監査部門、コンプライアンス統括部門

第２７条 フォローアップ

第２８条 内部監査の有効性の分析・評価 取締役会報告

第２９条 三様監査の連携

第 条 部監査 策定
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第３０条 内部監査マニュアルの策定



１－（７） 内部監査の定義

【 「内部監査規程」第３条 】

内部監査とは、被監査部門から独立した内部監査部門が、被監査部門における内部管理態勢（リス

ク管理態勢を含む）等の適切性、有効性を検証するプロセスであり、被監査部門における内部事務処

理等の問題点の発見・指摘にとどまらず、内部管理態勢等の評価および問題点の改善方法の提言ま

で行うものをいう。

【 内部監査人協会（ＩＩＡ） 】

内部監査は、組織体の運営に関し価値を付加し、また改善するために行われる、独立にして、客観

的なアシュアランスおよびコンサルティング活動である。内部監査は、組織体の目標の達成に役立つこ

とにある。このためにリスク・マネジメント、コントロールおよびガバナンスの各プロセスの有効性の評価、

改善を 内部監査の専門職として規律ある姿勢で体系的な手法をもって行う改善を、内部監査の専門職として規律ある姿勢で体系的な手法をもって行う。

8



１－（８） 監査部の陣容

監査部長 名 統括

１．人員構成 （平成25年3月現在）

監査部長 １名 統括

監査企画チーム ６名 企画、本部・グループ会社等監査、財務報告内部統制の有効性評価

業務監査チーム ９名 営業店監査計画、営業店総合監査、部分監査

庶務 １名 部内総務

合計 １７名 ―

２．人員の推移

25年3月 23年6月 21年6月 18年6月 16年8月

監査部長 １名 １名 １名 １名 １名

監査企画チーム ６名 ６名 ６名 ３名 １名

業務監査チーム ９名 ９名 １１名 １０名 １３名

庶務 １名 １名 １名 １名 １名

合計 １７名 １７名 １９名 １５名 １６名
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２－（１） 内部監査の立ち位置 １／２

【 日本銀行 「2013年度の考査の実施方針等について」 から抜粋 】

内部監査は、金融機関の業務の適正さを確保するための基盤であり、リスク管理を自律的に充実させ

ていく上で、重要な機能を担っている。

考査では、①経営陣が内部監査の重要性を十分に認識した上で、必要な監査資源や適切な監査体

制を確保し 監査の提言を経営に活かしているか ②金融機関が自らのリスクプロフ イルに対する評制を確保し、監査の提言を経営に活かしているか、②金融機関が自らのリスクプロファイルに対する評

価をもとに、監査対象の選定や監査資源の配分を適切に行っているか、③本部・海外拠点・関連会社業

務や信用・市場リスク管理等に関して、監査による検証が適切に実施されているか、④監査結果をフォ

ローアップする枠組みが整備され、実践されているか、などを点検する。ロ アップする枠組みが整備され、実践されているか、などを点検する。

【 金融庁 「金融検査評定制度 経営管理（ガバナンス）態勢」 から抜粋 】【 融庁 融検 評定制度 経営管 （ ナ ）態勢」 抜粋 】

代表取締役及び取締役会は、内部監査部門が自らの重要な代理人であることを認識することが重要

であり、取締役会は内部監査部門から行われる報告を、金融機関の全ての業務について独立の立場

からチェックが行われたもの、との観点から利用することが必要である。内部監査態勢の整備・確立状

況の評価に当たっては、金融機関の経営陣がこのような認識を持った上で、実効性のある内部監査態

勢を構築しているかがポイントとなることに留意する。
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２－（１） 内部監査の立ち位置 ２／２

【 ＩＩＡ「内部監査の専門職的実施の国際基準」（2013年1月1日適用） から抜粋 】

２０１０－（内部監査部門の）計画の策定

内部監査部門長は、組織体のゴールと調和するように内部監査部門の業務の優先順位

を決定するために、リスク・ベースの監査の計画を策定しなければならない。

解釈指針： 内部監査部門長は、リスク・ベースの監査の計画を策定する責任がある。内部監査部門長

は、その策定にあたり、組織体のリスク・マネジメントのフレームワークを考慮するが、経営管理者が組

織体の様々な活動または部署のために設定している 組織体が積極的に受容するためのリスクのレベ織体の様々な活動または部署のために設定している、組織体が積極的に受容するためのリスクのレベ

ル（リスク選好）などを利用することができる。もしも組織体にリスク・マネジメントのフレームワークが存

在しない場合には、最高経営者や取締役会からの意見を勘案した上で、内部監査部門長は、自分自身

でリスクの判断をする。内部監査部門長は、組織体のビジネス、リスク、業務、プログラム、システム、コ

ントロール手段における変化に即応して、必要に応じ、監査計画を見直し、調整しなければならない。
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２－（２） 内部監査の種類

種類 内容 頻度 方法

営業店 業務全般を検証する ク セ メ ト 結果 より 簡易総合監

１．営業店監査

総合監査、簡易総合監査
営業店の業務全般を検証する。リスクアセスメントの結果により、簡易総合監
査の対象店を決定する。監査結果は営業店業績表彰制度に反映

年１回 無予告

部分監査 ①監査結果不芳店のフォローアップ、②派出業務、③現物・動態検証 随時 無予告

モニタリング監査 還元データによる書面チェック（全33項目） 日次・月次 －

指示検査
不正防止、事務事故防止等の観点から検証項目を設定して支店長に実施を指
示し、検査結果の報告を求める

随時 無予告

特別監査 不祥事件、事務事故等の調査 随時 －

種類 内容 頻度 方法

２．本部監査

総合監査、部分監査

（部署別監査）

本部各部署の業務全般を職務分掌ごとに検証する。併せて金融検査評定制
度のリスクカテゴリー別の評価を行う。総合監査・部分監査の別はリスクアセス
メントの結果による

年１回 予告

テーマ監査 適宜テーマを設定して行う（リスク量計測手法、自己資本比率算定、TSA等） 随時 予告

システム監査 システムの企画・開発・運用部門の業務運営業況を検証する 年１回 予告

確認書監査
有価証券報告書・四半期報告書の記載内容の適正性を検証する（確認書制
度）

年４回 予告

財務報告内部統制の評価 財務報告に係る内部統制の有効性評価を行う（内部統制報告制度） 通年 予告財務報告内部統制の評価 財務報告に係る内部統制の有効性評価を行う（内部統制報告制度） 通年 予告

グループ会社監査 各社の業務全般を検証する（監査委託契約） 年１回 予告
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２－（３） 営業店監査のフロー

ＣｈｅｃｋＤｏＰｌａｎ

リスク
アセスメント

営業店へ
監査結果通知

プレミ ティング

監査役往査

連携

監査主眼設定内部監査方針 取締役会
決裁

監査報告書（仮）
プロセス管理上

年度監査計画

総合監査・
簡易総合監査

講評会
（意見交換会） 経営管理委員会

へ報告（月次）
取締役会へ報告

（半期ごと）

プレミーティング
・関連情報収集

連携

営業店・本部監査
月間スケジュール

監査部留学
申込

報告書（仮）
プロセス管理上
の改善報告書 月間監査計画

簡易総合監査
部内監査報告会

アフターミーティング
（まとめ・反省）

事務三部会
融資三部会

各部対応
（通達・徹底等）

監査申請書

担当役員

不備事項記録票

不備是正

不備内容の集計

不備結了確認

監査命令書

担当役員
決裁

プロセス管理上
の改善報告書

不備是正
（営業店）

不備結了確認
（監査部）

監査 等

プロセス改善
（営業店）

部分監査により改
善確認（監査部）

要改善事項の
蓄積・分析

監査方針等の
検討・策定

監査マニュアル等
の見直し

Ａｃｔ
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２－（４） 営業店リスクアセスメント

 

店番 店　　名
前年度

監査評点
前年度

簡易総合監査
預貸和

（500億円以上）
新任（初）
支店長店

命令書・指導書
発出店

プロセス改善
報告店

主要リスク
管理指標

補助リスク
管理指標

1 *** ××支店 879 0 1

2 *** ××支店 859 0 2

3 *** ××支店 859 0 2

4 *** ××支店 857 0 1

平成××年度 営業店リスクアセスメント検討資料

全店舗

No
5 *** ××支店 854 0 1

6 *** ××支店 849 0 3

7 *** ××支店 846 0 5

8 *** ××支店 845 0 5

9 *** ××支店 844 0 4

10 *** ××支店 843 0 3

11 *** ××支店 841 0 3

12 *** ××支店 841 0 4

前年度簡易
総合監査

Yes

前年度監査で
一定以上評定

Yes

No

支店

13 *** ××支店 839 0 3

14 *** ××支店 839 0 6

15 *** ××支店 836 0 2

16 *** ××支店 836 0 4

17 *** ××支店 836 0 574 *** ××支店 814 ● 1 4

75 *** ××支店 808 ○ 1 8

76 *** ××支店 807 ● 1 3

77 *** ××支店 806 ● 1 7

総合監査

預貸金合計
500億円以上

No

Yes

支店 ●

78 *** ××支店 802 ●● 1 3

79 *** ××支店 818 ● ● 2 2

80 *** ××支店 816 ○ ● 2 8

81 *** ××支店 811 ○ ● 2 9

82 *** ××支店 807 ○ ●● 2 9

83 *** ××支店 805 ○ ● 2 9

84 *** ××支店 805 ○ ●● 2 10

85 *** ××支店 804 ● ● 2 6

新任（初）
支店長

総
合
監
査
対

Yes

No

No

85 *** ××支店 804 ● ● 2 6

86 *** ××支店 798 ○ ● 2 8

87 *** ××支店 789 ○ ●● 2 10

88 *** ××支店 811 ○ ● ● 3 5

89 *** ××支店 802 ○ ● ● 3 6

90 *** ××支店 809 ○ ○ ● ● 4 7

命令書・
指導書

プロセス改善

象
店
舗

Yes

Yes

No

所管部との情報交換（会議体）、
報告書

補助リスク
管理指標

No

所管部 情報 換（ 議体）、
事務事故・苦情のモニタリング
（「お客さまの声」）、等

Yes
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簡易総合監査
候補店舗

簡易総合監査
対象店舗
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２－（５） 営業店監査の内容 １／３

総合監査・簡易総合監査の概要

１．評定 ①職務別に検証、評定

　
内
部

　
証
券

　
融
資

　
渉
外

　
管
理 部

事
務
部
門

券

・
保
険
部
門

資

・
外
為
部
門

外

部
門

理

部
門

　経営管理

　金融円滑化

　法令等遵守

　顧客保護等管理

信用リスク管理

②管理態勢別に組み替えて評定

※ 指摘事項を蓄積。所管部との意見
交換（事務三部会・融資三部会）、本部
監査に活用

信用リスク管理

　資産査定管理

　オペリスク管理

15

監査に活用



２－（５） 営業店監査の内容 ２／３

２．監査報告書 ３．月次監査結果
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２－（５） 営業店監査の内容 ３／３

１．総合監査、簡易総合監査
営業店の業務全般を監査する総合監査に対し 簡易総合監査は監査対象範囲をリスクの営業店の業務全般を監査する総合監査に対し、簡易総合監査は監査対象範囲をリスクの

高い項目に限定して行う。（監査対象範囲は毎年度決定）

２．部分監査
プ（１）監査結果不芳店のフォローアップ

「業務改善計画書」または「プロセス管理上の改善報告書」の提出を求めた店舗に対し、
是正策の実施状況、定着状況を確認する。

（２）派出業務（地公体等）の検証に限定した監査（２）派出業務（地公体等）の検証に限定した監査
（３）現物管理・動態管理の検証に限定した監査（早朝監査）

３．モニタリング監査
事務 適 性確 客 ブ 等事務処理の適正性確認、不正な取引の防止・早期発見、顧客とのトラブル防止等を目的に

還元データをチェックする。
例： 後日取消取引、起算日取引、オンラインの再開局、雑為替３営業日以上未決済、

70歳以上の預金口座からの現払い（300万円以上） 70歳以上の投信解約（同）70歳以上の預金口座からの現払い（300万円以上）、70歳以上の投信解約（同）、
融資実行で同一CIF口座へ連動入金されなかった取引、等

17



２－（６） 営業店監査と本部監査の連携

関連部と協議

監 Ａ部 個別監査計画

営業店監査 本部監査

所管部

Ⓐ支店

Ⓑ支店

監
査
結
果
・
不

Ｂ部 個別監査計画

・
・

・
・

・
・

・

不
備
指
摘
事

データ蓄積 Ｃ部 個別監査計画Ⓒ支店 活用

・
・
・
・

・
・
・
・

Ⓩ支店

項
の
分
析 Ｉ 部 個別監査計画

18

営業店へ還元



２－（７） 本部監査のフロー

ＣｈｅｃｋＤｏＰｌａｎ

リスク・モニタリング・
ミーティング

前回指摘事項

リスク
アセスメント

プレミーティング
・関連情報収集

仮説設定

内部監査方針 取締役会
決裁

年度監査計画 個別監査計画
経営管理委員会
へ報告（月次）

取締役会へ報告
（半期ごと）

監査調書

営業店・本部監査

月間スケジュール

月間監査計画

部内監査報告会
監査通知

実地監査
監 調書

監査申請書

アフターミーティング
（まとめ・反省）

指摘是正確認

指摘事項（仮）
意見交換会

監査命令書

担当役員
決裁

指摘是正確認

講評会

監査報告書（仮）

指摘事項

監査方針等の
検討 策定

監査マニュアル等
の見直し

Ａｃｔ

監査役往査

連携

19

検討・策定



２－（８） 本部リスクアセスメント １／２

20



２－（８） 本部リスクアセスメント ２／２

固有リスク 統制リスク

固有リスクを評価する枠組みとして 金固有リスクを評価する枠組みとして、金

融検査マニュアルの管理態勢の体系

を用いる

管理態勢のカテゴリ ごとに重要度を

本部監査における監査項目等を踏ま

え、重要な統制項目を選択する

統制項目ごとに重要度を比較荷重す管理態勢のカテゴリーごとに重要度を

比較荷重する（計100点）
統制項目ごとに重要度を比較荷重す

る（計100点）

監査結果等を踏まえ 各部の内部統
各部の業務特性を踏まえ、管理態勢

監査結果等を踏まえ、各部の内部統

制の状況を評価する（5段階）

各部 業務特性 踏 、管 勢

の各カテゴリーへの関与度合いを検討

する（5段階）

各部ごとの固有リスクの状況を評点化 各部ごとの統制リスクの状況を評点化

アセスメント

各部ごとの固有リスクの状況を評点化
する

各部ごとの統制リスクの状況を評点化
する

固有リスクと統制リスクを合算し 総合リスク として捉える

監査の着眼点は、内部統制（コントロール）の有効性の検証に

あることから、統制リスクにウエイトを置いたリスク評価とする

固有リスクと統制リスクを合算し、総合リスク として捉える

21
固有リスク×40％ ＋ 統制リスク×60％ ＝ 総合リスク



２－（９） 本部監査の内容 １／５

本部監査実施のイメージ ①部署別に監査、評定

　
Ｆ
部

　
Ｆ
部

○
○
セ

　
Ｇ
部

　
Ｈ
部

　
Ｈ
部

△
△
室

　
Ｉ

部

　
Ｅ
部

　
Ｂ
部

Ｃ
部

Ｄ
部

Ａ
部

　経営管理

　金融円滑化

　法令等遵守

セ
ン
タ
ー

室

　顧客保護等管理

　統合的リスク管理

②同時に管理態勢別評定自己資本管理 ②同時 管理態勢別評定資本管

　信用リスク管理

　資産査定管理

　市場リスク管理

　流動性リスク管理

　オペリスク管理

22



２－（９） 本部監査の内容 ２／５

取締役会
（半期ごと）

本部監査の準備・実施・報告・フォローアップ

リスク・モニタリン

グ・ミーティング

営業店監査

経営管理委員会
（月次）

（半期 ）

監査役担当役員

営業店監査
結果

事務ミス・苦情 プ
レ
ミ

個
別 監 監

不
備 意 監

部
内
監

査

各種会議での
協議内容

所管部の規程・

通達等の把握

ミ
ー

テ

ィ
ン
グ

別
監

査
計
画

監
査
実

施

監
査
調

書

備
・

検
討
事
項

意
見
交

換
会

監
査
報

告
書

講
評
会

査
報
告
会

（
月

次通達等の把握

事前アンケート

次

）

営業店監査結果是正回答

※「監査実施手順チェックリスト」

関連部ヒアリング

フォローアップ

23

※ 監査実施手順チェックリスト」



２－（９） 本部監査の内容 ３／５

リスク・モニタリング・ミーティング

１．目的
グ プ び本部各部・グループ会社における業務内容および業務環境の変化に関する情報を捕捉・共

有することにより、顕在化した事象の分析やリスクの予兆把握に活かし、効果的な監査計画の
立案ならびに実効性のある監査を実施すること。

協議 検 情 有 事２．協議、検討、情報共有する事項
・ 重要な施策の企画・検討の状況、通達の内容
・ 新規業務の開始、システムの導入・更改
・ 営業店監査結果の傾向 現金事故・事務事故・苦情等の発生状況営業店監査結果の傾向、現金事故 事務事故 苦情等の発生状況
・ システムトラブルの発生状況
・ 当局検査・考査の実施方針・実施状況、監督指針等の改定内容
・ 業務に関する法令等の改正動向、地銀協通達等の内容

本内部監査協会等から 内部監査 関する情報・ 日本内部監査協会等からの内部監査に関する情報

その他のモニタリング

各種会議 参加・ 各種会議への参加
経営管理委員会（ＡＬＭ、コンプライアンス・オペリスク）、経営管理小委員会（同）、等

・ 取締役会、常務会、経営管理委員会等の資料閲覧権限を保有（ペーパレス会議システム）
・ 営業店および本部各部の苦情・事務ミス等の報告を随時閲覧（「お客さまの声」システム）

24

営業店および本部各部の苦情 事務ミス等の報告を随時閲覧（「お客さまの声」システム）
・ 業務改善命令書、指導書の入手



２－（９） 本部監査の内容 ４／５

１．総合監査／部分監査
・ 総合監査は 共通項目（組織管理 現物管理 情報管理等）および固有項目（当該部署の総合監査は、共通項目（組織管理、現物管理、情報管理等）および固有項目（当該部署の

職務分掌）の両方を検証
・ 部分監査は、本部共通項目のほか、固有項目のうちリスクが高いと思われる項目等に絞っ

て実施
グ プ会 年 総 監査を実施・ グループ会社に対しては、原則年１回総合監査を実施

２ テーマ監査

３ システム監査

２．テ マ監査
・ 市場リスク計測手法、信用リスク計測手法、自己資本比率算定、オペリスク管理態勢（TSA）、等

３．システム監査
・ 企画部門、開発部門、運用部門に分けて各年１回実施
・ 開発部門の監査は、「じゅうだん会」参加行（６行）で合同実施
・ 外部監査を利用（当行単独実施／開発部門へは共同実施）

25



２－（９） 本部監査の内容 ５／５

４．法令に基づく監査等

（１）確認書監査（金商法第24条の4の2第1項ほか）
・ ３月期および９月期は、有価証券報告書・四半期報告書の作成プロセスおよび記載

内容の適正性を検証（ ６月期および１２月期は、記載内容の適正性のみ）
作成プ セ の検証は「内部確認書 （本部各部長 グ プ会社社長）による宣誓・ 作成プロセスの検証は「内部確認書」（本部各部長・グループ会社社長）による宣誓
の連鎖がベース

・ ３月期は事業報告の記載内容も検証

（２）財務報告に係る内部統制の有効性評価（金商法第24条の4の4第1項）
・ 全社的な内部統制 ２社
・ 決算・財務報告プロセスの全社レベルの内部統制 ２社

業務プ セスに係る内部統制 ６０サブプ セス・ 業務プロセスに係る内部統制 ６０サブプロセス
・ ＩＴ全般統制 ６システム
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３－（１） 内部監査人の専門性

【 ＩＩＡ「内部監査の専門職的実施の国際基準」（2013年1月1日適用） から抜粋 】

１２００－熟達した専門的能力および専門職としての正当な注意

内部監査（アシュアランスおよびコンサルティング）の個々の業務は、熟達した専門的能力と専内部監査（アシ アランスおよび ンサルティング）の個々の業務は、熟達した専門的能力と専

門職としての正当な注意とをもって遂行されなければならない。

１２１０－熟達した専門的能力

内部監査人は自らの責任を果たすために必要な 「知識・技能・その他の能力」 を備えていなければ

ならない。さらに内部監査部門は部門の責任を果たすために必要な 「知識・技能・その他の能力」 を、

部門総体として備えているかまたは備えるようにしなければならない。

解釈指針： 「知識・技能・その他の能力」とは、内部監査人が自らの専門職としての責任を有効に遂行するために求

められる熟達した専門能力をあらわす集合的な用語である。内部監査人は適切な専門的認証や資格を得ることにより、

熟達した専門能力を証明することが奨励されている 専門的認証や資格とは 例えば内部監査人協会（ＩＩＡ）やその他熟達した専門能力を証明することが奨励されている。専門的認証や資格とは、例えば内部監査人協会（ＩＩＡ）やその他

の適切な専門職的組織が提供する、公認内部監査人（ＣＩＡ）の称号やその他の称号をさしている。
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３－（２） 人材の育成

１．「知識・技能・その他の能力」
（１）保有能力の棚卸

理解不十分

（研修必須）
※ 該当箇所に○印を記入　

（*は監査企画チームのみ）

作成日：

氏　名
理解十分

（研修不要）Ⅰ．ガバナンス

監査業務の専門性向上のための自己評価シート

部分理解

（研修必要）（１）保有能力の棚卸
・・・ 内部監査の“GRC”、フレームワーク、文章力

（２）計画的研修派遣と習得した知識の共有
・・・ 新任者研修（部内）の実施、内部監査基本

1

2

3

1

2

3

4

5

6

会社法（特に機関）、銀行法、金商法（特に開示制度）

定款、内部統制システム構築の基本方針、内規、職務権限規程

三様監査（監査役監査、会計監査人監査それぞれの基準・手続等の概要）

金融検査マニュアル（FAQ、金融検査結果事例集を含む）

金融検査評定制度（Q&Aを含む）

中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針

リスク管理関連の規程、基準等

リスク管理プログラム、コンプライアンス・プログラム

Ⅱ．リスク・マネジメント

信用リスク管理（本部監査担当の場合 リスク計測手法を含む）新任者研修（部内）の実施、内部監査基本
用語集の配布

・・・ 日本金融監査協会、日本内部監査協会等
の研修

6

7 *

8

9 *

10 *

1

2 *

3

4 *

内部統制のフレームワーク（COSO、COSO-ERM）

財務報告に係る内部統制のフレームワーク（企業会計審議会の基準・実施基準）

コントロールの定義、種類等

財務報告の作成プロセス、財務報告リスク、アサーションの概念

信用リスク管理（本部監査担当の場合、リスク計測手法を含む）

Ⅲ．コントロール

市場リスク管理（リスク計測手法を含む）

オペレーショナル・リスク管理（監査企画担当の場合、粗利益配分手法を含む）

自己資本比率の算定（金融庁告示）

システムリスク管理、システム監査指針（FISC）

（３）自己啓発と資格取得の奨励
・・・ 放送大学 『組織運営と内部監査』
・・・ ＣＩＡ、ＣＦＳＡ、ＣＦＥ、ＣＩＳＡ等

4 *

5

1

2

3

4

5

1

監査技法（質問・閲覧・観察・照合・分析的手続等）

文書作成能力（メモ力・要約力・文章力・構成力・校正力）

Ⅴ．ビジネス・スキル、ヒューマン・スキル

財務報告の作成プ セス、財務報告リスク、アサ ションの概念

個別監査計画立案

不正のトライアングル、不正防止対策等

内部監査関連の規程、基準等

リスクアセスメント（固有リスク、残存リスク）

Ⅳ．内部監査の知識・技法

内部監査のフレームワーク（専門職的実施の国際基準）

２．情報感度
（１）雑誌、新聞（キーワード登録）

・・・ 『監査研究』、『企業リスク』、『金融財政事情』、

2

3

4

5

6

7

取得 受検中 未取得

1

2

パソコン操作能力（OS、Excel、PowerPoint）

コミュニケーション能力（質問・傾聴・対話・共感・提言・納得）

CIA（公認内部監査人）

CFSA（公認金融監査人）

課題発見・原因分析・改善提言力

チームワーク

Ⅵ．資格等

情報収集・仮説構築力

ミーティング・スキル

『監査研究』、『企業リスク』、『金融財政事情』、
『会計・監査ジャーナル』、『ニッキン』等

（２）HP、メール配信、書籍（新刊図書キーワード登録）
・・・ 日本銀行、金融庁、日本公認会計士協会、

3

4 *

5 *

6 *

7 *

8 　

システム監査技術者

CISA（公認情報システム監査人）

過去１年間の研修参加、通信講座受講：

ITパスポート

CFE（公認不正検査士）

財務報告実務検定

「組織運営と内部監査」（放送大学・日本内部監査協会）の受講（視聴）

28

日本銀行、金融庁、日本公認会計士協会、
日本監査役協会等

自己啓発の計画、具体的な研修に関する参加希望：



４ まとめ

【 中期経営計画 Awagin Innovate 120ｔｈ 】
平成２５年４月 ～ 平成２８年３月

《 基本戦略 》

永 代 取 引 の 追 求

経 営 品 質 の 向 上

Ｇ Ｒ Ｃ 態 勢 の 強 化態 勢 の 強 化

１．リスクベース監査の強化

「監査品質の向上と経営に資する改善提言の実践」

リ ク 監査の強化

２．内部監査のインフラ整備・充実

３ 監査員の専門性向上
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３．監査員の専門性向上



■ 本資料に記載している内容の無断転載・複製はご遠慮ください。

■ 本資料に関するお問い合わせ

阿波銀行 監査部 大西 芳弘 CIA, CFSA, CFE
〒770-8601 徳島市西船場町二丁目24番地の１〒770-8601 徳島市西船場町二丁目24番地の１

℡088-656-7726
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